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陳情１件　一部採択
　３０人以下学級実現、教育賃金改善、義務教育費国庫負担
　制度拡充に係わる意見書の採択要請について

　陳情者：大崎町野方４３１１－２　宇都　幸枝　氏

陳情趣旨
　日本はＯＥＣＤ諸国に比べ１学級当たりの児童生徒数や教員
１人当たりの児童生徒数が多い。また、教育水準の維持向上を
目的とした「人材確保法」の趣旨や理念が、教育職員の給与に
担保されていない。さらに、ＧＤＰに占める教育費の割合は、
ＯＥＣＤ諸国で下位から２番目となっている中で、義務教育費
国庫負担割合は２分の１から３分の１に引き下げられ、自治体
財政をも圧迫している状況である。将来を担う子どもたちへの
教育の機会均等が担保され、教育水準が維持向上されるように
施策を講じる必要があるので、国の関係機関へ意見書の提出を
お願いする。

１．�昨年行われた総選挙の際の、各党のマニフェストや政策集
に位置づいている少人数学級を推進すること。具体的学級
規模は、ＯＥＣＤ諸国並みの豊かな教育環境を整備するた
め、３０人以下学級とすること。

２．�教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、義務教育
費国庫負担制度の堅持とともに、国の負担割合を２分の１
に復元すること。
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去
る
５
月
13
～
14
日
、
県
内
事
務
調
査
を
行
い
ま
し
た
。
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３
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。
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生
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略
～
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介
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介
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２
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合
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つ
い
て
、
研
修
を
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け
ま
し
た
。

市
町
村
研
修

※上記の意見書を国の関係機関へ送付しました。


